
川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規

程及び川崎市立学校教職員の人事評価に関する

規程の一部を改正する訓令の制定について



川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程及び川崎市立学校教職

員の人事評価に関する規程の一部を改正する訓令（案） 

（川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程の一部改正） 

第１条 川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程（平成１８年川崎市

教育委員会訓令第４号）の一部を次のように改正する。 

第１条第１号中「学校栄養職」の次に「及び学校事務職」を加える。  

（川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程の一部改正） 

第２条 川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程（平成１８年川崎市教育

委員会訓令第５号）の一部を次のように改正する。 

  第１条中「養護教諭」の次に「、栄養教諭」を加える。 

第５条の表中 

 「 

校長、副校長及び教頭以

外の教職員（健康給食推

進室及び学校給食センタ

ーの学校栄養職員を除く

。） 

副校長又は教頭 校長 

健康給食推進室及び学校

給食センターの学校栄養

職員 

担当係長又は指導主事 担当課長又は所長 

                                 」 

 を 

 「 

校長、副校長及び教頭以

外の教職員（健康給食推

進室及び学校給食センタ

副校長又は教頭 校長 
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ーの学校栄養職並びに小

杉小学校開校準備担当の

学校事務職を除く。） 

健康給食推進室及び学校

給食センターの学校栄養

職 

担当係長又は指導主事 担当課長又は所長 

小杉小学校開校準備担当

の学校事務職 

担当課長 担当部長 

                                 」 

に改める。 

  第６条中「第１号様式から第１２号様式まで」を「第１号様式の１から第

１１号様式の２まで」に改める。 

  第８条中「校長」を「校長等」に改める。 

  第１０号様式の１及び第１０号様式の２中「学校栄養職員用」を「学校栄

養職用」に改める。 

  第１１号様式の１中「事務職員用」を「学校事務職用」に、 

 「 

学校名

     」 

 を 

 「 

学校名
・

所属名
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     」 

 に改め、第１１号様式の２中「事務職員用」を「学校事務職用」に、 

 「 

 学校名

                     」 

 を 

 「 

 学校名・所属名

                     」 

 に改める。 

附 則 

この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。 
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制 定 理 由 

小杉小学校開校準備担当の設置に伴い、小杉小学校開校準備担当の学校事務

職の助言指導者及び観察指導者を定めること等のため、この訓令を制定するも

のである。 
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川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程の一部を改正する訓令 新旧対照表【第１条関係】 

改正後 改正前 

○川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程 ○川崎市教育委員会職員の人事評価等に関する規程 

平成18年３月31日教委訓令第４号 平成18年３月31日教委訓令第４号

（川崎市職員の人事評価に関する規程の準用） （川崎市職員の人事評価に関する規程の準用） 

第１条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第１項の規定に基

づき実施する職員に対する人事評価（以下「人事評価」という。）に関し、

川崎市教育委員会の任命に係る一般職の職員（以下「職員」という。）の

うち、次の各号に掲げる職員については、川崎市職員の人事評価に関する

規程（平成18年川崎市訓令第９号。以下「市職員人事評価規程」という。）

の規定を準用する。 

第１条 地方公務員法（昭和25年法律第261号）第23条の２第１項の規定に基

づき実施する職員に対する人事評価（以下「人事評価」という。）に関し、

川崎市教育委員会の任命に係る一般職の職員（以下「職員」という。）の

うち、次の各号に掲げる職員については、川崎市職員の人事評価に関する

規程（平成18年川崎市訓令第９号。以下「市職員人事評価規程」という。）

の規定を準用する。 

(１) 教育委員会事務局に勤務する職員。ただし、学校栄養職及び学校事

務職である職員を除く。 

(１) 教育委員会事務局に勤務する職員。ただし、学校栄養職である職員

を除く。 

(２) 教育機関に勤務する職員（学校給食センターに勤務する学校栄養職

である職員を除く。）。ただし、市立高等学校に勤務する職員にあって

は、事務職員、市立学校に勤務する職員にあっては、業務職員に限る。

（以下 略） 

(２) 教育機関に勤務する職員（学校給食センターに勤務する学校栄養職

である職員を除く。）。ただし、市立高等学校に勤務する職員にあって

は、事務職員、市立学校に勤務する職員にあっては、業務職員に限る。

（以下 略） 

5



川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程の一部を改正する訓令 新旧対照表【第２条関係】 

改正後 改正前 

○川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程 ○川崎市立学校教職員の人事評価に関する規程 

平成18年５月１日教委訓令第５号 平成18年５月１日教委訓令第５号

（目的） （目的） 

第１条 この規程は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」とい

う。）第23条の２第１項の規定に基づき川崎市教育委員会が行う、市立学

校等に勤務する校長、副校長、教頭、総括教諭、教諭、養護教諭、栄養教

諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手、学校栄養職及び学校事務職（以

下これらを「教職員」という。）の人事評価について必要な事項を定め、

公正な人事管理に資するとともに、当該職員が職務上の課題を認識して主

体的に職務に取組み、評価者がその職務遂行状況を公正かつ客観的に評価

することにより、当該職員の育成、能力開発を図り、もって学校組織の活

性化に資することを目的とする。 

第１条 この規程は、地方公務員法（昭和25年法律第261号。以下「法」とい

う。）第23条の２第１項の規定に基づき川崎市教育委員会が行う、市立学

校等に勤務する校長、副校長、教頭、総括教諭、教諭、養護教諭、助教諭、

養護助教諭、講師、実習助手、学校栄養職及び学校事務職（以下これらを

「教職員」という。）の人事評価について必要な事項を定め、公正な人事

管理に資するとともに、当該職員が職務上の課題を認識して主体的に職務

に取組み、評価者がその職務遂行状況を公正かつ客観的に評価することに

より、当該職員の育成、能力開発を図り、もって学校組織の活性化に資す

ることを目的とする。 

（第２条～第４条 略）  （第２条～第４条 略） 

（評価者） （評価者） 

第５条 人事評価は次の表の左欄に掲げる評価対象者の区分に応じ、それぞ

れ同表中欄に掲げる助言指導者及び同表右欄に掲げる観察指導者（以下「評

価者」という。）が行う。 

第５条 人事評価は次の表の左欄に掲げる評価対象者の区分に応じ、それぞ

れ同表中欄に掲げる助言指導者及び同表右欄に掲げる観察指導者（以下「評

価者」という。）が行う。 

評価対象者 助言指導者 観察指導者 評価対象者 助言指導者 観察指導者 

校長 教職員人事課長 職員部長 校長 教職員人事課長 職員部長 

副校長、教頭 校長 教職員人事課長 副校長、教頭 校長 教職員人事課長 

校長、副校長及び教頭以

外の教職員（健康給食推

副校長又は教頭 校長 校長、副校長及び教頭以

外の教職員（健康給食推

副校長又は教頭 校長 

6



改正後 改正前 

進室及び学校給食センタ

ーの学校栄養職並びに小

杉小学校開校準備担当の

学校事務職を除く。） 

進室及び学校給食センタ

ーの学校栄養職員を除く

。） 

健康給食推進室及び学校

給食センターの学校栄養

職 

担当係長又は指導主事 担当課長又は所長 健康給食推進室及び学校

給食センターの学校栄養

職員 

担当係長又は指導主事担当課長又は所長 

小杉小学校開校準備担当

の学校事務職 

担当課長 担当部長 

（実施の方法） （実施の方法） 

第６条 この規程に基づく人事評価は、第１号様式の１から第11号様式の２

までの用紙に記録して行い、教育長が別に指定する書類とともに人事評価

の記録として教育長に提出するものとする。ただし、特別評価においては、

教育長が必要と認める場合を除き、観察指導記録のみを用いて行うものと

する。 

第６条 この規程に基づく人事評価は、第１号様式から第12号様式までの用

紙に記録して行い、教育長が別に指定する書類とともに人事評価の記録と

して教育長に提出するものとする。ただし、特別評価においては、教育長

が必要と認める場合を除き、観察指導記録のみを用いて行うものとする。

（第６条第２項～第７条 略） （第６条第２項～第７条 略） 

（苦情の申出） （苦情の申出） 

第８条 前条第２項の規定により開示を受けた教職員は、校長等が観察指導

者として行った評価の結果について苦情があるときは、教育長に対し、教

育長が別に定める方法により、苦情の申出をすることができる。 

第８条 前条第２項の規定により開示を受けた教職員は、校長が観察指導者

として行った評価の結果について苦情があるときは、教育長に対し、教育

長が別に定める方法により、苦情の申出をすることができる。 

（第９条～第９号様式の２ 略） （第９条～第９号様式の２ 略） 
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改正後 改正前 
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改正後 改正前 

9



改正後 改正前 

1
0



改正後 改正前 

1
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改正後 改正前 

1
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改正後 改正前 
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